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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）及び児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）に基づく指定サービス事業者等（指定事業者等、指定

相談支援事業者、指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設の設置者及び指定

障害児相談支援事業者の総称をいう。）の適正な事業運営を確保するため、当該事業

者等からの暴力団員等の排除のための措置について必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この要綱において使用する用語は、次の各号に定めるもののほか、障害者総合

支援法及び児童福祉法において使用する用語の例による。 

（１） 指定障害児・者サービス事業者等 

次に掲げる者をいう。 

ア 障害者総合支援法第２９第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者及

び指定障害者支援施設の設置者 

イ 児童福祉法第２１条の５の３第１項に規定する指定障害児通所支援事業者 

ウ 児童福祉法第２４条の２第１項に規定する指定障害児入所施設の設置者 

（２） 指定障害児・者相談支援事業者 

次に掲げる者をいう。 

ア 障害者総合支援法第５１条の１４第１項に規定する指定一般相談支援事業

者及び同法第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者 

イ 児童福祉法第２４条の２６第１項第１号に規定する指定障害児相談支援事

業者 

第２章 指定障害児・者サービス事業者等からの暴力団員等の排除 

（この章の趣旨） 

第３条 北九州市障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準等に関する条

例（平成２４年北九州市条例第５４号。以下「障害福祉サービス等基準条例」という。）

及び北九州市障害児通所支援の事業及び障害児入所施設等の人員、設備及び運営の基



準等に関する条例（平成２４年北九州市条例第５３号。以下「障害児通所支援等基準

条例」という。）に基づき、指定障害児・者サービス事業者等から、障害福祉サービ

ス等基準条例第９条各号及び障害児通所支援等基準条例第９条各号に規定する者（以

下「排除対象者」という。）を排除するために必要な事項は、この章に定めるところ

による。 

（暴力団員等の排除） 

第４条 指定障害児・者サービス事業者等は、次の各号の場合において、別紙１に定め

るところにより、暴力団排除に係る誓約書を提出するものとする。 

（１）障害者総合支援法第３６条第１項及び第３８条第１項又は児童福祉法第２１条

の５の１５第１項及び２４条の９第１項の規定に基づく指定申請を行うとき 

（２）障害者総合支援法第４１条第１項又は児童福祉法第２１条の５の１６第１項若

しくは第２４条の１０第１項の規定に基づく指定の更新申請を行うとき 

（３）障害者総合支援法第４６条第１項若しくは第３項又は児童福祉法第２１条の５

の１９第１項若しくは第２４条の１３の規定に基づき役員等の変更を行うとき 

２ 北九州市長は、前項に定める暴力団排除に係る誓約書を受け付けたときは、福岡県

警察本部（以下「県警」という。）と締結した北九州市が暴力団排除措置を講ずるた

めの連携に関する協定書（平成２２年８月２日締結。以下「協定書」という。）の規

定に基づき、排除対象者の有無について、協定書の別記様式第１号により、県警に照

会するものとする。 

第３章 指定障害児・者相談支援事業者からの暴力団員等の排除 

（この章の趣旨） 

第５条 北九州市暴力団排除条例（平成２２年北九州市条例第１９号。以下「市暴排条

例」という。）に基づき、指定障害児・者相談支援事業者から暴力団員等を排除する

ために必要な事項は、この章に定めるところによる。 

（暴力団員等の排除） 

第６条 市暴排条例に基づき指定障害児・者相談支援事業者から排除する対象者につい

ては、障害福祉サービス等基準条例第９条各号の規定を準用する。 

２ 指定障害児・者相談支援事業者は、次の各号の場合において、別紙２に定めるとこ

ろにより、暴力団排除に係る誓約書を提出するものとする。 

（１）障害者総合支援法第５１条の１９第１項若しくは第５１条の２０第１項又は児童

福祉法第２４条の２８第１項の規定に基づく指定申請を行うとき 

（２）障害者総合支援法第５１条の２１第１項又は児童福祉法第２４条の２９第１項の

規定に基づく指定の更新申請を行うとき 

（３）障害者総合支援法第５１条の２５第１項若しくは第３項又は児童福祉法第２４条

の３２第１項の規定に基づき役員等の変更を行うとき 

３ 北九州市長は、前項に定める暴力団排除に係る誓約書を受け付けたときは、協定書

の規定に基づき、第１項に規定する排除対象者の有無について、協定書の別記様式第



１号により、県警に照会するものとする。 

（排除に係る措置） 

第７条 指定障害児・者相談支援事業者の指定又は指定の更新にあたり、当該申請者の

役員等が前条第１項の規定に該当することが判明した場合は、当該規定に該当しなく

なるまで、指定又は指定の更新をしないものとする。 

（事後措置等） 

第８条 指定障害児・者相談支援事業者の虚偽の申請等により排除対象者に該当する事

実が判明せず、所定の措置をとることができず、後日、排除対象者に該当することが

判明した場合は、障害者総合支援法第５１条の２９又は児童福祉法第２４条の３６の

規定等に基づき取り扱うものとする。 

第４章 雑則 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、施行に関しその他必要な事項は別途定めるもの

とする。 

 

付 則 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 


